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◆ 6 月のＣＰ市場動向 

6 月末のＣＰ市場残高は 18 兆 4,600 億円と、四半期末要因により前月比大

幅に減少（△1 兆 7,876 億円）したが、前年同月比では 28 カ月連続して増加と

なり、市場残高は高水準で推移している。中でも、その他金融の発行残高は過去

最高であった。業態別残高では、一般事業法人が 5 兆 8,116 億円（前月比△2

兆 1,665 億円）、金融機関が 1 兆 2,660 億円（同△1,575 億円）と減少した。

一方、その他金融は 9 兆 9,755 億円（同＋2,422 億円）、ＡＢＣＰは 1 兆 4,069

億円（同＋2,942 億円）と増加した。発行レートは、玉不足から投資家やディー

ラーの強い購入姿勢も見られたが、概ね浅いマイナス~0%近辺の出合いであっ

た。 

【業態別残高内訳】 

 

【格付け別の発行レート】 

 



≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペは、オファー額は月間で合計 7,500 億円と前月比＋3,000 億

円増加した。オファー額の増加により、按分落札レートの低下期待もあったが、

4 日は前回比横ばいの△0.001%、14 日と 28 日オペでは△0.003%と若干低下

したにとどまった。 

〈月末オペ残高：2 兆 2,133 億円〉 

 

 

 ≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰは、1兆4,069億円と四半期末要因で前月比＋2,942億円の増加とな

り、前年同月比ではほぼ横ばいであった。 

 

≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、6 月末時点における発行登録企業数は、アルヒと

ユー・エム・シー・エレクトロニクスの 2 社が新規登録を行い、527 社となった。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは運用ニーズ強く、マイナス～0 %近辺での出合いで 

0%では引き続き買い残り状態となっていた。 

 

 

◆ 7 月のＣＰ市場動向 

7月のＣＰ発行市場は、期末要因が解消し一般事業法人の発行再開により、

今月の期落ち（2兆3,000億円）を上回る発行が見込まれる。事業法人の積極

的なＣＰ活用により、前年同月（19兆3,207億円）対比では29ヶ月連続の発行



増加となるだろう。発行レートは、投資家やディーラーの購入ニーズが強く、

一般事業法人（ａ-1格付）の銘柄でマイナス～0%近辺、その他金融・リース

の銘柄（同格付）でマイナス～0.04%台での出合いを予想する。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

今月のオペのオファー額は、9日と26日の合計4,000億円の予定となってい

る（前月比△3,500億円の減額）。月間のオファー額では過去最低となってい

るため、按分落札レートは浅いマイナスでの推移を予想する。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

ＣＰ現先レートは、投資家の運用ニーズが強く、引き続き 0%近辺での出合いを

予想する。 

 

＊ 参考資料 （出所：証券保管振替機構） 

【6 月末発行残高 上位 10 社】 

 

 

 

 

 

 

 



【短期社債市場残高】   

（2017 年 7 月～2019 年 6 月）                （単位：億円） 
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